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各市町村・学校租合教育委員会　様

事　　務　　連　　絡

平成14年4月19日

高知県教育委員会事務局

学校教育課　総務班

「へき地児童生徒援助費等補助金交付要綱」の一部改正について（通知）

うえのことについて、別添のとおり交付要綱が一部改正されましたので送付します。



14文科初第23号

平成14年　4月1日

文部科学省初等中等教育局長
矢　野　　重　典

文部科学省スポーツ・青少年局長

遠　藤　純一郎

各都道府県教育委員会　殿

「へき地児童生徒援助費等補助金交付要綱」の一部改正について（通知）

こ・のことについて、別添のとおり「へき地児童生徒援助費等補助金交付要綱（昭和53
年6月19日文部大臣裁定）」の一部が改正されましたので通知します。

ついては・下記改正内容に留意の上、事務処理上遺漏なきように願いします。

また、域内の各市町村に対しても・このことについて周知を図られるようお願いします。

記

1・平成13年8月30日付市町村合併支援本部決定の「市町村合併支援プラン」が策定

されたことに伴い、次の改正を行ったこと。

①市町村の合併（平成17年3月31日までに行われた市町村の合併の特例に関する

法律（昭和40年法律第6号）第2条第1項に規定する市町村の合併をいう。以下同

じ0）に起因する学校統合における遠距離通学児童・生徒の通学条件の緩和を図るた

めのスクールバス＿・ボート鹿入費を新たに補助対象に加える。

②市町村の合併に起因するへき地学校の指定の見直しにより、高度べき地学校でなく

なった学校は、へき地学校の指定の見直しを行った年度については、高度へき地修学

旅行費の補助対象とする。

2・補助事業の見直しに伴い、高度へき地修学旅行費の補助対象経費から「記念写真代」、

「医薬品代」及び「しおり代」を除いたこと。

3・保管管理費の様式を見直したこと。
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へき地児童生徒援助費等補助金交付要綱
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昭和53年6月19日
文　部　大　臣　裁　定

昭和54年6月28日
部　　改　　正

昭和55年7月10日
部　　改　　正

昭和57年5月27日
一　　部　　改　　正

昭和60年8月31日
一　　部　　改　　正

昭和 日
正

5…
攻

年1
部
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平成2年8月31日
部　　改　　正

平成3年7月　9　日
一　　部　　改　　正

平成5年9月24日
一　　部　　改　　正

平成11年1月8日
部　　改　　正

平成11年4月1日
部　　改　　正

平成12年4月3日
部　　改　　正

平成13年1月6日
・部　　改　　正

平成14年4月1日
部　　改　　正

（通　則）

第1条　へき地児童生徒援助費等補助金（スクールバス・ボート等購入費，寄宿舎

居住費，高度へき地修学旅行費，遠距離通学費及び保健管理費）の交付につ

いては，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律

第179号。以下「適正化法」という。），同法施行令（昭和30年政令第

255号。以下「施行令」という。）の塊定によるもののほか，この要綱の
定め－るところによる。



第　2　粂　この補助金は・都道府県が負担するスクールバス・ボート等購入費，寄宿

舎居住費・高度へき地修学旅行費及び保健管理費並びに市町村が負担するス

クールバス・・ボート等購入費・寄宿舎居住費・高度へき地修学旅行費，遠距

離通学費及び保健管理費について，国がその一部を補助することとし，もっ

てへき地等における義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。

（交付の対象及び補助率等）

第　3　条文部科学大臣は・都道府県又は市町村が行う別表の補助事業の項に掲げる

事業（以下「補助事業」という0）を実施するために必要な経費のうち，補

助金交付の対象として文部科学大臣が認める経費（以下「補助対象経費」と
いう。）について，予算の範囲内で補助金を交付する。

補助対象経費並びに補助限度額及び補助率は，別表の補助対象経費の項並
びに補助限度額及び補助率の項のとおりとする。

（申請手続）

第　4　条 この補助金の交付を受けようとする都道府県又は市町村は，補助金交付申

請書（第1号様式）に事業計画書（第2号様式）及び収支予算書（第3号様

式）を添えて・文部科学大臣に提出（市町村にあっては，都道府県教育委員
会を経由して提出しなければならない。

都道府県教育委員会は，市町村から交付申請書の提出があったときは交付

申請一覧表を添えて，交付申請書を文部科学大臣に進達するものとする。

（交付決定の通知）

第　5　条　文部科学大臣は都道府県から前条の規定による交付申請書の提出があった

ときは・これを審査の上，交付決定を行い，補助金交付決定通知書（第4号
様式の1）を都道府県に送付するものとする。

文部科学大臣は・市町村から前条の規定による交付申請書の提出があった

ときは・これを審査の上・交付決定を行い，都道府県教育委員会に交付決定
額一覧表を送付するものとする。

都道府県教育委員会は，前項による交付決定額一覧表の送付を受けたとき

は，速やかに当該市町村に対し補助金交付決定通知書（第4号様式の2）を
送付するものとする。

（申請の取下げ）

第　6　粂　都道府県又は市町村は・交付の決定の内容又はこれに付した条件に対して

不服があることにより，補助金交付の申請を取り下げようとするときは，交

付決定の通知を受けた日から10日以内にその旨を記載した書面を文部科学

大臣に提出（市町村にあっては・都道府県教育委員会を経由して提出）しな
ければならない。
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第7条補助金の交付決定を受けた都道府県及び市町村（以下「補助事業者」とい

う。）は，補助事業を遂行するため契約を締結し，又は児童・生徒のために

経費の負担を行う場合は・適正かつ最小の費用で最大の効果をあげうるよう
経費の効率的使用に努めるものとする。

（計画変更の承認）

第8条補助事業者は，次のいずれかに該当する場合には，あらかじめ計画変更承

認申請書（第5号様式）を文部科学大臣に提出（補助事業者が市町村である

ときは・都道府県教育委員会を経由して提出）し，その承認を受けなければ
ならない。

（l）補助対象経費区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。

（2）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし，文部科学大臣が別に定
める軽微な変更をしようとするときを除く。

2　文部科学大臣は・前項の承認をする場合において必要に応じ琴付決定の内
容を変更し，又は条件を付すことがある。

、（補助事業の中止又は廃止）

第　9　条補助事業者は・補助事業を中止又は廃止しようとするときは，その旨を記

載した承認申請書を文部科学大臣に提出（補助事業者が市町村であるときは，

都道府県教育委員会を経由して提出）し，その承認を受けなければならない。

（事業遅延の報告）

第10粂補助事業者は，補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込

まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては，速やかにそ

の旨を記載した遅延報告書を文部科学大臣に提出（補助事業者が市町村であ

るときは，都道府県教育委員会を経由して提出）し，その指示痘受けなけれ
ばならない。

（状況報告）

第11条補助事業者は・補助事業の遂行及び支出状況について文部科学大臣又は都

道府県教育委員会の要求があったときは，速やかに状況報告書（第6号様式）

を文部科学大臣又は都道府県教育委員会に提出しなければならない。

（実績報告）

第12条補助事業者は，補助事業を完了したときく廃止の承認を受けたときを含む。）

は・その日から起算して30日以内又は翌年度の4月10日のいずれか早い

日までに・実績報告書（第7号様式）を文部科学大臣又は都道府県教育委員
会に提出しなければならない。



（補助金の額の確定等）

第13　条　文部科学大臣又は都道府県教育委員会は・前条の報告を受けたときは，実

績報告書の審査及び必要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る補助事

業の実施結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に適合する

と認めるときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助事業者に通知するも
のとする。

都道府県教育委員会は，補助金の額の確定を行ったときは，当該額の確定

に関する報告書（第8号様式）を文部科学大臣に提出しなければならない。

文部科学大臣又は都道府県教育委員会はト実績報告に係る補助事業の実施

結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に適合しないと認め

られる場合で，その是正措置が可能であると認められるときは，当該補助事
業者に補助事業の是正措置を命ずるものとする。

都道府県教育委員会は・前項の規定により，補助事業の是正措置を命じた

場合には・その内容を文部科学大臣に報告するものとする。

文部科学大臣又は都道府県教育委員会は，補助事業者に交付すべき補助金

の額を確定した場合において，既にその額を超える補助金が交付されている

ときは，その越える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（交付決定の取消等）

第14　条　文部科学大臣は，第9条の補助事業の中止又は廃止の申請が合った場合及

び次に掲げる場合には，第5条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し，
又は変更することができる。

（l）補助事業者が適正化法・施行令，その他の法令，本要綱又はこれらに基づ

く文部科学大臣草は都道府県教育委員会の処分若しくは指示に連反した場合
（2）補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

（3）補助事業者が補助事業に関して不正，怠慢，その他不適切な行為をした場
合

（4）交付の決定後生じた事情の変更等により，補助事業の全部又は一部を継続
する必要がなくなった場合

文部科学大臣は・前項の取消しをした場合において，既に当該取消しに係

る部分に対する補助金が交付されているときは，期限を付して当該補助金の
全部又は一部の返還を命ずるものとする。

（財産の管理等）

第15　条　補助事業者は，補助対象経費により取得し，又は効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）については，補助事業の完了後においても善良

な管理者の注意を守って管理し，補助金交付の目的に従ってその効率的運用
を図らなければならない。

2 取得財産等を処分することにより収入があり，又はあると見込まれるとき

は，その収入の全部，又は一部を国に納付させることがある。



（財産処分の制限）

第16条施行令第・13条第4号及び第5号の規定により，文部科学大臣が定める財

産は・取得財産等のうち取得価格が1個又は1組50万円以上の財産及び効
用の増加価格が50万円以上の財産とする。

2　施行令第14条第1項第2号に定める財産の処分を制限する期間は，補助

＼－

金交付の日的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵

省令第15号）を勘案して，文部科学大臣が別に定める期間とする。

補助事業者は・前項の規定により定められた期間内において，処分を制限

された取得財産等を処分しようとするときは，あらかじめ文部科学大臣の承
認を受けなければならない。

ただし・老朽損耗の程度が著しく，その更新が国庫補助の対象となったス

クールバス・ボートで，第2号様式の1の1の1中10の項により文部科学大

臣に届出があったものについて廃棄（下取りを含む）処分をしようとすると

きは，適正化法第22条に規定する文部科学大臣の承認があったものとして
取り扱うものとする。

4　前条第2項の規定は，前項の承認をする場合において準用する。

（補助金の経理）

第17　粂　補助事業者は，補助事業についての収支簿を備え，他の経理と区分して補

助事業の収入額及び支出額を記載し，補助金の使途を明らかにしておかなけ
ればならない。

2　補助事業者は，前項の支出額について，その支出内容を証する書類を整備

して前項の収支簿とともに，補助事業の完了の日の属する年度の終了後5年

間保存しなければならない。

（補助金調書）

第18　条　補助事業者は，当該補助事業に係る歳入歳出の予算書並びに決算書におけ

る計上科目及び科目別計上金額を明らかにする調書（第9号様式）を作成し

ておかなければならない。



表別

補　　　 助　 ．事　　 業 補　 助　 対　 象　 経　 費 補 助 限 度 額 及 び 補 助 率
1 スクールバス ・ポート等購入費
（l）スクールバス・ボー ト購入費

ア ′ト 中学校 仲 等教育学鹿の前期課程を含む。以下同じ。）

等曇書誌 嘉嘉遠 野 虜幣 等 ㌍ 響 汚
軍詰 望遠鰻 就 蓑詣 第 琵 鮎 揺 な

第5 条の2 に規定するへき地学校をいう。以下同じ。）及び

雪計 b 濃就 管警 請 聖 賢詣 乱 窟拳題 字錯 讐霊

草条件の緩和を図るために運行 （航）するスクールバス ・ボ
ー トを購入する事業。

‘2’裾 艶 減 量 離 筆華警

ると認められるものを含む。以下同じ。）の設備を購入する
事業。

スクールバス・ボー トの購入費

寄宿舎の設備の購入費

別に通知する額を限度として購入費の1／2の額

別に通知する額を限度として購入費の1／2 の額



2 寄宿舎居住費・

書芸完畠暮雲若妻警髭謂蒼警莞鮮琵酢 圭醸

（l）食費
休業日（夏季，冬季，学年末等の休業日をいう。以下同じ。）
霊管主警讐這讐農芸孟妻歪苧言甜浮アリ深藁幣空手最澄

．指針競走罷：芦騒ぎ避 驚舘毅諒鷺 支給す

霞菅開 蚤腎 窟富鐸 錆賓
費

別に通知するところにより算出した食費及び日用
虔夏砦 綿巷駈 鵠翫塩 姦 達鮮 f
1／2の額
（1）食費及び日用品費

に＿アリ妄要安芸謂慧表芸鮎会議だ品謂童・生徒の合計数を乗じて得た名削こ開設日
r数を乗じて得た額の1／2の額

（2）r日用品費
晶編入芝要撃誉鮨錨鮎gr、孟夏謂嘉鑓董髄嚢
に要する経費。

（3）寝具費
新たに寄宿舎に入舎することとなる者及び入舎後3年度経

過した者のうち，要保護及び準要保護児童・生徒のための寝
具に要する経費。

（2）寝具費
す営妄艶文量芳弘鮎這菅鐸法号管
軍隊 野驚 要義悪質謂謂晋

3 高度へき地修学旅行費
高度へき地学校（人音地教育振興法第5条の2第1項の規定

rに基づき，都道府県の条例で指定した3級，4級及び5級のへ毒諜報毒鑓㌔韻 た豪富露草嘉斉唱空軍量産打錯・
璧 幣 悪 語 琵 繭 汝 に

去貼雪駄 三碧韻語よき許諾禁盲蒜毒畏苦慧鐸警■

彦報楷 び市町村が負担した別に通知する額を限度として当該年度の前々年度
以前の過去3か年度の財政力指数の平均が0．40
委警認諾 欝 野塩 鑓誓緒だ



4　遠距離通学費

次の各号の全てに該当する市町村が，学校統合の行われた年度
又はその翌年度から引き続き通学費を負担することとした当該統
合に係る′j、学校又は中学校の遠距離通学児童・生徒（通学距離が
4Km以上の児童及び6Km以上の生徒のうち要保護及び準要保
護児童・生徒を除く児童・生徒をいう。一ただし，積雪等のある間
の豪雪地帯（豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）
第2粂節1項に規定する豪雪地柿をいう。‾以下同じ。）に係る通学
費の通学距離については，児童にあっては2Km以上雀徒にあ
っては3Km以上とし．船舶を利用する児童・生徒及び特殊学級
の児童・生徒にあっては通学距離は問わない。）の通学に輩する交
通費（児童・生徒が通学のため利用する交通機関の旅客運賃及び
児童・生徒の通学の用に供するためバス会社等とのスクールバス
・ボートの運行（航）委託契約に基づく委託料をいい，補助対象
となった学校ごとに国庫補助を開始した年度から5年間を経過し
たものを除く。）を負担する事業。

（l）主として人口の過疎現象に起因する児童・生徒の減少に対処
するための学校統合に伴う遠距離通学児童・生徒に対して通学
費を負担する市町村

（2）前年度において，地方交付税法（昭和25年法律第211号）
に基づく普通交付税の交付を受けた市町村

（3）当該負担する通学費が当該年度において30万円以上の市町
村（文部科学大臣が特別の事情があると認める市町村については，
この限りでない。）

市町村が負担した交通費 別に通知する額を限度として，交通費の1／2の
額



5　保健管理費

（1）医師等派遣事業

都道府県又は市町村が，医療機関（薬剤師を派遣する事業にあ
ってはr薬剤師の住所」とする。以下同じ。）までの距離が約4k
m（当該学校から医療機関までの距離のうち交通機関のない部分
（海上による交通を常態とする場合を含む。）の距離についてはそ

の距離に1を，交通機関のある部分の距離についてはその距離に
0・5をそれぞれ乗じて計算した距離の合計）以上あるへき地学
校において，学校保健法（昭和33年法律第56号）第6粂第1
項及び第11条の規定に基づき，健康診断及び健康相談を行う場
合又は同法第3条の規定に基づき学校環境衛生の検査を行う場合
における医師及び歯科医師又は薬剤師を派遣する事業（当該事業
のための経費が20万円以上の事業）。

（2）心臓検診事業

都道府県又は市町村が，へき地教育振興法第5条の2第1項の
規定に基づき．同規則第3粂第1項及び第2項の規定により定め
られた学校（へき地学校等）の小学校第1学年（又は第4学年）
並びに中学校第1学年の児童生徒を対象として行う心電図検診事
業。

医師，歯科医師及び薬剤師の派
遣に必要な謝金及び旅費

専門医，技術者等の派遣に必要
な経費，児童生徒の移動に必要
な経費（交通費），心電図検査札
心電計搬入に必要な経費

別に通知する額を限度として，派遣費の1／2の
額

都道府県又は市町村ごとの実施児童生徒数に毎年
度文部科学大臣が定める額を乗じて得た額の1／
3の額を限度として補助対象経費の1／3以内の
定額



第1号様式（用紙　日本工業規格A4縦型）

文部科学大臣 殿

第 号

年　　月　　日

市町村長（都道府県知事）（記名押印又は　名）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

交付申請書

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金を下記のとおり交付されるよう，補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律第5条及び同法施行令の第3条の規定に基づき

関係資料を添えて申請します。

記

交付申請額　　金

内　訳

円

補　 助　 対　 象　 経　 費　 の　 区　 分 金　　　　　　 額

スクールバス・

ボート等購入費

L＿チクールバス・ボート購入費

寄・宿 舎 ・設 備 購 入 費

寄　　 宿　　 舎　　 居　　 住　　 者

高　 度　 へ　 き　 地　 修　 学　 旅・行　 費

遠　　 距　　 離　　 通　　 学　　 費

保　 健

管　 理　 費

医　師　 等　派　 遣　 事　 業

心　 臓　 検　 診　 車　 業

計

、＿＿ノ



第2号様式のlの1の1（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（スクールバス．
ボート購入費（小・中学校用））に係る事業計画書

塾基盤基＿土五聖丑2教育委　会

1・スクールバス・ポートを必要とする理由

2・利用学校名，利用者等

（1）へき地学校における遠距離通学児童・生徒の通学条件の緩和を図るためのスクールバス・ボート

利用学校名
へき地手当 在 籍 児 童 利 用 者 数 利　 用　 率

備　　　　　 考
の 級 別 等 生徒数 （A ） （B ）

告

人 人 ％

計

（注） 1 ・「利用学校名」とは・児童 ・生徒がスクール′ミス ・ボー トで通学することとなる学校をい う。
（（2），（3）及び（4）について同じ。）

2・「備考机には・当該へき地学校が学校統合を伴う場合は・統合年月日及び廃止（予定を含む。）
された学校名を記入すること。

（2）市町村の合併に起因する学校統合における遠距離通学児童・生徒の通学条件の緩和を図るためのスクー
ルバス・ボート

①市町村合併及び学校統合の状況

合　 併　 市　 町　 村　 名 合 併 関 係 市 町 村 名 合併年月日 備　　　 考

統合後の学校名 統合した学校名 左の統合した学校の所在地 統合年月日 、備　　　 考

（注） 1 ・「合併市町軌 及び 「合併関係市町机 とは，市町村の合併の特例に関する法律 （昭和 4 0 年　律第6 号）第 2 条の規定による。
法

2・「左の統合した学校の所在地」欄には・統合した学校が所在していた合併関係市町村名を記入す王　■ナ●　l＿



②利用学校の状況

利用学校名
在 籍 児 童

生徒数 （A ）

利 用 者数

（B ）

利 用 率
（B ）
（A ）

備　　　　　　　 ・考

人 人 ％

計

（3）人口の過疎現象に起因する児童・生徒の減少に対処するための学校統合による遠距離通学児童・生徒
の通学条件の緩和を図るためのスクールバス・ボート

利用学校名
在 籍 児 童、

生徒数 （A ）

利 用 者 数

（B ）

利 用 率

（B ）
（A ）

学 校 廃 合

年 月 日
備　　　　　 考

人 人 ％

計

（注）「備考欄」には，学校統合に伴い廃止された学校名を記入すること。

（4）過疎地域等におけるバス路鼠ボートの運行（航）の廃止による遠距離通学児童・生徒の通学条件の
緩和を図るためのスクールバス・ボート

利用学校名
在 籍 児 童

生徒数 （A ）r

利 用者■数

（B ）

利 用 率
（B ）
（A ）

過‘疎地 域

等
備　　　　　 考

人 人 由

計

（注）「過疎地域等欄」には・スクールバス・ボートの利用校の所在地域（「過疎地域自立促進特別措置
法」に基づく過疎地域，r山村振興法」に基づく山机「離島振興法」に基づく離島）を記入す
ること。



3．運行計画

（別紙は・国土交通省国土地理院発行の地形図又は総務省調整の地図（縮尺5万分の1以上のもの）
に次の事項を記入すること。）

（1）利用学校・統合により廃止された学校・上級学年の児童が通学することとなる場合の当該分校及び
へき地小学校の学区内に居住する中学校の生徒が利用する場合の当該へき地小学校の位置及び名称

（2）利用する児童生徒の集合地及び集合人員（児童・生徒別）

（3）集落の中心地から集合地までの距離

（4）運行（航）経路（朱線で示すこと。）及び運行（航）距離（片道（内訳として利用学校に至近の集
合地及び集合地間の距離を記入すること。））

（5）スクールバス・ポートの運行（航）回数
往（登校）　　回，復（下校）　　回

（6）運行経路における私営又は公営の′ヾス路線の有無及びバス路線がある場合のバス路線の運行経路
（バス路線がある場合は・それを利用しない理由（通学時間帯における運行の休・廃止，運行回数の

減少等）及びバスの時刻表）

（注）運行回数の減少の場合は・減少前と減少後のバスの運行状況がわかるようにすること。

（7）現在の児童生徒の通学方法

（新たに学校統合を行い・統合に伴う遠距離通学児章生徒のスクールバスを運行しようとする場合
は記入する必要はない。）

（8）その他の必要な事項

（購入予定のスクールバス・ボートのカタログ等を添付すること。）

4．購入予定等

購 入 予雇 価格 （改造 す る場 合 は改造 費 を含 む。 ）
円

国庫補助申請額 （国庫補助限度額（別に通知する額）と購入予定価格X
円

1／2のうちいずれか少ない額）

新 車 （造 船 ） ， 中 古 車 ■（船 （改 造 ） ） の 別

製　　　　 作　　　　 会　　　　 社　　　　 名

年　　　 式　　　 及　　　 び　　　 型‘　　 式

木 造 船 ・ 鉄 鋼 船 の 別 （ ボ　 ー ト　の　 み ）

総　　 ト　　　 ン　　 数 （ ボ　 ー ト．の　 み ） トン

児　 童　 生　 徒　 乗　 車　 （ 船 ）　 定　 員 人

購　　 入　　 予　　 定　　 年　　 月　　　 日 平成　　 年　　 月　　 日’

運　 行　 （ 航 ） ・開　 始 ．予　 定　 年　 月． 日 平成　　 年　　 月　　 日



5．運転手の専任，非専任の別、

（非専任の場合は，その勤務形態を具体的に記入すること。）

6．購入後の維持運営方法

（1）人件費の支弁方法

（2）燃料費及び修繕費等の支弁方法

7．運行道路の状況

（はば，勾配，その他）

8・学校統合及び市町村の合併については，次の書類を添付すること。

（1）学校統合が済んでいる場合には，関係条例又は規制

（2）学校統合が済んでいない場合には，学校統合予定期日及び市町村長の確約書

（3）市町村の合併が済んでいない場合には，合併市町村の市町村建設計画等の市町村合併を証明できる書類の
写し（合併関係市町村長の証明したもの。）



（人口の過疎矧こ起因する児童生徒の減少に対処するための学校紺こより廃止（予定を含む。以下同じ。）
された学校の児童生徒が・スクールバス・ボートを利用する場合で・当該廃止校がへき地学校に指定されていない場合にのみ記入すること。）

（1）人口・児童生徒数及び学級数の減少状況

廃　 止　 校　 名 区　　　 分
補助を受ける年度 補助を受ける年度 補助を受ける年度 減　 少　 率
の11年前の年度　（A ） の6年前の年度

（B ）
　人

の前年度
（ヒ）

　人

（C ）
．■・．■－（A ）

市 町 村 の 人 口＿

廃止校の学区内人 口

廃止校の児童生徒数

廃 止 校、の 学 級 数

人 ％

報 鞘 鞘

（注）　スタ

こと。 ルバス・ポートを利用することとなる廃止校が2校以上ある場合は1校ごとに記入の

（2）市町村間のへき地学校数等

区　　　　 分 全学校数
左の うちへき
地学校数 （B ） 備　　　　　　 考

小　 学 ． 校

（A ） （B ） －■■■■■■■■■■■■－（A ）

校 校 ％

中 学 ．校

計

（注）1・学校数は・当該年度の5月1日現在で記入すること。この場合，名目統合の学校がある場合は
統合前の学校数によること。

2・備考欄には，－スクールバス・ボート利用校の所在地域がr離島振興法」に基づく離島「山村
振興法Jに基づく山村，「過疎地域自立促漣特別措置軌に基づく過疎地域に該当する場合は，
それぞれの旨を記入すること。



10・購入予定のバス・ボートが過去に国庫補助を受・けたバス・ボートの更新及び
財産処分制限期間内の更新の場合は，その国庫補助を受けた年度等

利　　 用　　 学　　 校 ． 名

ス クー ル バ ス ・ボ ー ト

の 区 分 型 式 等

補　　　 助　　　 年　　　 度
年度

台　 数　 （　 隻　 数　 ）
台（隻）

購　　 入　　 年　　 月　　 日
年　　 月　　 日

購■　　　　 入　　　　 額
円

補　　　　　 助　　　　　 額
円

住 民 利 用 の 有 無

許 可 年 月 日

文 書 番 号

（有 ‘・ 無 ）

年　　 月　　 日

号

、備 ・　　　　　　　　　　 考 ■

○更新を必要とする理由

一〇住民利用の概要

財産処分制限

期間内の吏新に

係る処分内容

処 分 の 内容

処分予定年月日

（注）1・過去に国庫補助を受けたバス・ポートの写真を添付（特に機械の消耗等による
使用不能の場合は，破損箇所等）。

2・「財産処分制限期間内の更新に係る処分内容」欄は，処分制限期間内にその
更新が国庫補助の対象となったものについてのみ，記入すること。



第2号様式の1の1の2（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（スクールバス・
ボート購入費（夜間定時制高等学校用））に係る事業計画書

道・（市町村　全　会

1・スクールバス・ボートを必要とする理由

2・利用学校名，利用者等

利用学校名
在 籍 生 徒 数

（A ）

利 用 者 数

（B ）

利 用 ・ 率

（B ）
（A ）

備　　　　　 考

人 人 ％

計

（注） 「利用学校名 J ・とは，生徒がスクールバスで通学す ることとなる学校をい う。1

3．運行計画

別紙のとおり

（別組も国土交通省国土地理院発行の地形図又は総務省調整の地図（縮尺5万分の1以上のもの）
に次の事項を記入すること。）

（1）利用学校の位置及び名称

（2）利用する生徒の集合地及び集合人員

（3）運行経路（朱線で示すこと。）及び運行距離（片道（内訳として利用学校に至近の集合地及び集合
地間の距離を記入すること。））

（4）スクールバス・ボートの運行（航）回数

往（登校）　　回，復（下校）　　回

（5）運行経路における私営又は公営のバス路線の有無及び′ミス路線がある場合のバス路線の運行経路

（バス路線がある場合は・それを利用しない理由及びバスの時刻葬）

（6）現在の児童生徒の通学方法

（7）その他の必要な事項

（購入予定のスクールバスのカタログ等を添付すること。）



4．購入予定等

購 入 予 定 価 格 （＿改 造 す る 場 合 は 改 昔 費 を 含 む 。 ）
円

国庫補助 申請額 佃 庫補助限度額（別に通知する額）と購入予定価格×
円

1／2のうちいずれか少ない額）

新　 車 ・ 中　 古　 車　 （ 改　 造 ）　 の　 別

製　　　　 作　　　　 会　　　　 社　　　　 名

年　　　 式　　　 及　　　 か・　 型　　　 式

生　　　 徒　　　 乗　　　 車　　　 定　　　 員
人

購　　 入　　 予　　 定　　 年　　 月　　　 日 平成　　 年　　 月　　 日

運　　 行　　 開　　 始　　 予　　 定　　 年　 ・月　　 日 平成　　 年　　 月　　 日

5．運転手の専任，非専任の別・

（非専任の場合は・その勤務形態を具体的に記入すること。）

6．購入後の維持運営方法

（1）人件費の支弁方法

（2）燃料費及び修繕費等の支弁方法

7．運行道路の状況（はば，勾配，その他）

8・購入予定のバス・ボートが過去に国庫補助を受けたバス・ボートの更新及び財産処分制限期間内の更新
の場合は，その国庫補助を受けた年度等

（第2号様式の1の1の1・平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（スクールバス・ボート購入費
（′ト中学校用）に係る事業計画書の10の項を準用する。）



第2号様式の・1の2（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

（寄宿舎設備購入費）に係る事業計画書

、首府　市町村）育　会

人

品　　　　　　 目 保 有 数 量
補 助 対 象 購 入 予 定・品 目及 び 所 要 額 内 訳

規　 格　 等 数量・（A ） 単価（B ） 金額 （．（A ）×（B ））　　円 備　　 考

図　 書

録 音 図 書

書　 架

テープレコーダー

円

ス　 テ　 レ　 オ

レコード盤 （CD等）

テ レ ビ受 像 帯

ビデ オ デ ッキ

革 盤 楽 器

卓 球 台

、ミ　 シ　 ン　計

（C ）

く（C ）×1／2〉 （D ）　　　　円

慧 慧 ‡慧 冨悪 限度額鮎 通知する軌と　　　　 円

（注）「保有数軌は・前年度の3月31日現在の数量を記入すること。



第2号様式の2（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

（寄宿舎居住費）に係る事業計画書

府　（市町村　教育委　会

1・寄宿舎居住費徴収免除額
（1）食費・日用品費

寄 宿 舎 設

備 小 ・ 中
通　 年

季　 節
寄 宿 舎
開 設 期

寄 宿 舎 食 費 ・ 日 用 品 費 の

開 設 日 徴 収 を 免 除 す る 児
数 （a） 童 ・生 徒 数

左　　 の 国 庫 補 助 限 度 額

学　 校　 名 甲　　 別 間 徴　 収 ・
免 除 額

（al）× （b ）× 別．に
通 知 す ■る 額 1 ／ 2

月 日
月 日

日 人 円 内

料　　 校
（A ） （B ） （C ）

内

醜 ．■

小 学校　　　 校
通年　　　　　 校

人 円

季 節　　　　　 校

∴中学校　　　 校
通年　　　　　 校

季節　　　　　 校

l（2）客具 費

（A ） の うち 要 ・準

・要 保 護 児 童 生 徒 数

左 の う ち 寝 具 費 に
係 る 児 童 生 徒 数 （D ）

（D ） に 係 る 寝 具 費
徴 収 免 除 額 （・E ）

　　人

国庫補 助 限度額 （別 に通知す
る額 ×（D ）×1／2） （F ）

　　円人 人

2 ・交付 申請 額の算出基礎

寄 宿 舎 居 住 費 徴 収
免 除額 （B ＋ E ）（G ）

（．G ）× 1 ／2　（中 国 庫 補 助 限 度 額
（C ）＋ （F ） （Ⅰ）

（H ）， （Ⅰ）の うち い ず れ か 少 な い 額　　　　　（J ）

・円 円 円 円

国庫補助申請額（別に通知する額
と（J）のうちいずれか少ない額）

円

（注）1・通年制の寄宿舎に年間を通じて入舎する児童生徒の外・冬季間等季節的に入舎する児童生徒が
ある場合は．それぞれ1舎として記入するごト卓か　闇＿宏臆基い．8番Lル吐ぶ，Aふサ通人
勺場百はlそれぞれ1昔として記入すること。また・同一寄宿舎に児童と生徒が入舎する場合
1舎として記入し，食費・日用品費の徴収を免除する児童生徒数（b）は，児童数を内事とする
と。なお，この場合内訳欄の徴収免除欄を記入するに当たって，徴収免除額が小学汝，中学校
区分できないときは・児童生徒数により按分して記入すること。

は
ヽ■

ヽ■■

に

2・徴収免除額（B）及び（E）には，徴収免除及び現物給与に要する経費を記入すること。



第2号様式の3の1（用紙　日本工業規格A4横書）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（高度へき地修学旅行費）に係る事業計画書

　へ き 地 学 校 （3 版 地 以 上 ） 修学旅行費負 修学旅行費 1 人当た り
担児童生徒数 負担金 平均負担額

学　　　 校　　　 名 級　　 別 （A ） （B ） （B ）／（A ）

小

学

校

人 円 円

計　　　　　　 校

中

学

■校 計　　　　 ，校

合計　　　　　　　 校

修学旅行負担額の合計額

×補助率　　　 （C ）
円

財政力指数

都道府県（市町村）＿＿教育委員会　　＿＿＿＿＿＿」

（注）1・「修学旅行費負担児童生徒数」は，当該年度に修学旅行を実施する学年に
係る児童生徒数で，その修学旅行費を都道府県又は市町村が負担すること
となるものの数を記入すること。

2・「修学旅行費負担額」は．交付要綱に定める経費に係るものについて都道
府県又は市町村が負担することとなる額を記入すること。

したがって．補助対象とならない経費（記念写真代，医薬品代，しおり代．
修学旅行に伴うこずかい銭，身の回り晶の購入費，引率者に係る経費その他
補助対象経費として列挙された経費に含まれない経費）に係る負担板を含め
ることがないよう，留意すること。

3・補助率については，当該年度の前々年度以前の過去3か年度の財政力指
数の平均が0・40未満の都道府県又は市町村にあっては2／3，0．4
0以上の都道府県又は市町村にあっては1／2上する。
なお．（C）棚に補助率を記入すること。

4・市町村の合併に起因するへき地学校の指定の見直しにより，高度へき地学
校でなくなった学校の場合は．第2号様式3の2に記入すること。

国庫 補助 申請額 円
（別に通知する額と（C）のうちいずれか少ない額）

区　　　　　　 分 年度 年度 年度

合　　　　　　 計
財 政 力 指 数

（γ／ 3 ）

基準財政収入額　 α 円 円 円

基準財政需要額　 β l甘 円‾ 円

α／　 β γ＿＿

（注）1．当該年度の前々年度以前の過去3か年度について記入すること。
2．基準財政収入額は地方交付税法第14粂及び第21条の規定により算定した額とすること。
3．基準財政需要額は地方交付税法第14粂及び第21条の規定により算出した額とすること。
4．各年度毎に小数点第3位を四捨五入して求めた数値を平均し．小数点第3位を四捨五入する。

も　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し



r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（

第2号様式の3の2（周紙　日本工業規格A4横書）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（高度へき地修学旅行費）に係る事業計画書

（市町村の合併に起因するへき地学校の指定の見直しにより，高度へき地学校でなくなった学校は，この様式に記入するこ

へき地学校 へき地学校 級別の 修学旅行費負 修学旅行費　 1 人当たり
学　　　 校　　　 名 指定の見直 指定の見直 見直し 担児童生徒数 負担金 ‘ 平均負担額

し後の巌別 し前の級別 年月日 （A ） （B ） （Bう／（A ）

小

学

校

円 円

計　　　　　　 校

中

学

校 計　　　　　　 校

合計　　　　　　　 校

修学旅行負担額の合計額
×補助率　　　　 （C ）

「
と
「
し
そ

し
こ
と

ヽ
l
一
′注（

費

財政力指数

腎虚県」市町村）教育委員会一一一→

国庫補助申請額
（別に通知する栃と（C）のうちいずれか少ない額）

円

修学旅行費負担児童生徒数」は・当該年度に修学旅行を実施する学年に係る児童生徒数で，その修学旅行費を都道府県又は市町村が負担する
となるものの数を記入すること。

修学旅行費負担軌は，交付要綱に定める経費に係るものたっいて都道府県又は市町村が負担することとなる額を記入すること。
たがって・補助対象とならない経費（記念写真代・医薬品代・しおり代・修学旅行に伴うこずかい銭一身の回り晶の購入費．引率者に係る軽
の他補助対象経費として列挙された経費に含まれなし）経常）！こ鱒阜負担額を含めることがないよう，留意すること。’　r’▼　▼　一、●－rY、－　H　▼′　■r　■－‾　ヽ－　■▼　▼9■　▼　　t■ヽ　／I l：qJ■Eh J　‾○′　ヽ－　L o

ゴ二福助重た示互∴当該年度お前‾々年度以前ゐ海去3か年度の財政力指数の平均が0．40未満の都道府県又は市町村にあっては2／3，
0．40以上都府県又は市町村にあっては1／2とする。
なお，（C）棚に補助率を記入すること。

区　　　　　 分 年 度 年度 年度

合　　　　　　 計
財 政 力 指 数

（γ／ 3 ）

基 準財 政 収入額　 α 円 円 円

基準財 政需 要額　 β 円 ・円 円

α／　 β■
■γ

（注）1．当該年度の前々年度以前の過去3か年度について記入すること。
2・基準財政収入額は地方交付税法第14粂及び第21条の規定により算定した額とすること。
3・基準財政需要額は地方交付税法第14粂及び第21条の規定により算出した額とすること。
4・各年度‡引こ小数点第3位を四捨五入して求めた数値を平均し，小数点第3位を四捨五入する。



第2号様式の4（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（遠距離通学費）
に係る事業計画書

五里村数育零点会＿＿＿＿＿　＿＿＿¶

1．遠距離通学費の補助対象となる学校名

学校名 実質統合
年 月 日

左の統合
関連校名

通学費負担
開 始 年 度

補助金補助対
象 開 始年 度

備　　　　　　　　 考

・小
学
校

中
学
校

（注）1

2

3

学校統合が行われている場合には，学校統合（2回以上学校統合が行われている場合には，最後
の学校統合）に係る通学費負担開始年度を記入すること。

4・「補助金補助対象開始年度」欄には，遠距離通学費の補助対義となった年月日を記入すること。

2．通学費負担額（上記学校分）

「実質統合年月日」には，学校統合が行われた学校について，実質統合が行われた年月日を記入
すること。2回以上学校統合が行われている場合には，最後の学校統合に係る実質統合年月日を
記入すること。

「左の統合関連校名’」榊には，学校統合の関連校名を記入すること。2回以上学校統合が行われ
ている場合には，最後の学校統合に係る関連学校名を記入すること。

「通学費負担開始年度」欄には・当該学校について通学費負担を開始した年度を記入すること．

学　 校　 名
在籍 児 童 遠 距離 児　ノ亡 （A）のうち粟・準要 補助対象児童・（C）に対する．通学 1人当たり平均通学

生　 徒　 数
生徒 保穣児童・生徒 生徒数（A）一（B）費負担額 費負担額

（A ） 数　　 （B ） （C ） （D ） （D ）／（C ）

小

学

校 小　　　 計

中

学

校 小　　　 計

計 ●

（注）1．
以上

」数
“

徒
引

塵
い

圭
つ

児
に

離
徒

距
生

遠
，

で在現日l月5の度年該当はに欄

有所村町市（者用利関機通交の上以h

除く。）のうち市町村が通学費を負担する児 又童

及び特殊学級の児童・生徒にあっては通学距離
を数の徒生ま

＼1
．
Vなわ間を

児童については通学距離が4血
のスクールバス・ボート利用者を
記入すること。但し．船舶利用者

2・スク‾ルバス・ボートに係る委託料で2校以上の児童・生徒が利用している場合は，「（C）に
対する通学費負担額」棚は・委託料の．うち補助対象額を各学校ごとの5月1日現在の補助対象
児童・生徒数で按分した額を記入すること。

3・補助対象児童・生徒に対する通学旅客運賃の負担の方法等

‡主‡芸琵宗誓　窒芸箸嘉：竺嘉雲量・（芸詣忌
その他（　　　）

（3）通学費を児童・生徒に交付する時期

（注）1・（1），（2）については該当事項を○で囲み，（
負担方法，負担割合を記入すること。

2・支給規則又は内規を添付すること。

）

），定額負担（　　　）

）の付されているものについては（　　）内に



4・交付申請額の算定基礎

補助対象児童 ・
生徒に係る通学
費負担額

（ア）

左　　　 の　　　 内　　　 訳

委託料による
負担額 （a ）

・委託料以外の
寧担額

（ア）×1 ／ 2　　（イ ）

小学校 円■ 円 円 円

中学校

計
（ウ）

注） 1■′． 「補 助対 象 児 童　（D ）J欄の金額を・

国 一風 補　 助　 申． 請　 額 円

「生 徒 に係 る通 学 費 負 担 額（ア）」柵 には ，2 の 「（
転記すること。・

2 ・・交 付申請 書 に記入 す る国庫 補 助 申請額 は●別 に通知 する額 と（ウ）の
い額 を記 入 す ること。

（委託料による負担額（a）の内訳等）

（1）運行委託契約の相手方の会社名

（2）運行委託料の額（年額）　　　　　円………A

（3）上記委託料に父兄負担分が含まれている場合はその額

（4）利用児童・生徒数　　　　　　人………C

（5）上記のうち補助の対象とならない児童・生徒数

（6）補助対象児章・生徒に係る委託料（A－B）×

（注）運行琴託契約書の写を添付すること。

5・前年度の財政力指数

C－D

C）に対する通学費負担額

柵の額のうちいずれか少な

円………B

人………D

円

基 準 財 政 収 入 額 （A ） 基 準 財 政 需 要 額 （B ）
　 （A ）
財 政力 指数 － × 1 0 0

　（B ）

千 円 千 円

注） 1・ 基 準 財 政 収 入 額 は 地 方 交 付 税 法 第 2 粂 第 5 号 に規 定 す る前 年 度 の 額 を 記 入 す　2 ・ 基 準 財 政 需 要 額 は地 方 交 付 税 法 第 2 粂 第 4 号 に規 定 す る前 年 度 の額 を記 入 す
ること。

ること。



第2号謀三の5の1（月定　日手工業泉簿A4複製）

平成　年度へき地児童生徒援助費祷助金
（保鐘菅蔓費（医師等派遣事業日に係る事業計画書

蔓草犀県〔市町村と敷革蚕畢全＿＿墜

1

弱 毒

2

盟主●

生護

奈

3

へき毒
手空の

甜

4

宣軋

嘉薄 の

鮒

5

謹 迂

雪 景

6 7 8

、宣言調 までの

王差

講 肴 事 業 に ・

要 す る 謹 言

銅 金串諾蛋

支主謀

鵜 い

吉 倉

日 算

の為る

吉．舟

岩　 室 烹　 貢 邑
引

芽　 室 京　 夏 生
別

k皿 （．．極
▼・●・′ti

（ ）■

（’）

（ ）

＿仁 ト ▲

t l l l l

「 （）
「‾ 仁）
「 く）
虹▼∠i／ ／▼／1／ ／ ′
注目1）4の軌こは，医師の派遣の場合にあっては派遣人員に応じて1人の場合は

「医AJ，・2人の場合は「医AJ；「医BJ∴3人の場合は「医A」・
「医B」・「医CJ，歯科の派遣の草食にあ？ては「歯」，薬剤師の派遣
の場合にあっては「亮Jとそれぞれ記入すること．

（2）5の闇で，派遣回数は字間3回まではさしつかえないこと。　　　、
（3）海上による・交通を常態とする場合は，滝上距諺を交通岩間のをい部分の距
窯とみなして当該郡こ記入すること．
（4）交通岩間のある部分の琵定跡こは，実距叢を記入することとし，上段く）
には0．5を乗じた後の距宗を記入すること．

ノ
、こ＿二



第2号様式5の2（用紙　日本工業規格A4横型）

平成13年度へき地児童生徒援助費等補助金（保健管理費（心臓検診事業日に係る事業計画書

都道府県（市町村）名

実　 施　 場　 所 実　施 学 校　 名 ．故地別 検査対

象学年

補 助 対 象

児童生徒数

実施時期 補助対象経費　（A ）

故 人 円

合計 ■　　箇所 校

補 助金井 定基 礎

（A ）の合計 ×1／ 3　（B ） 国　 庫 補　 助　 金　 限 度　 額 国庫 補助金 交付 申請額　 ‾
補助 対象児童 生徒数 ×文部科学 ∴ （B ） 又 は （C ） の
大臣 が定める頼 ×1／3　 （C ） いずれ か低 い頼　 （D ）

円 ■円 円

（注）1この様式には、各実施場所ごとの実施予定算出内訳（様式5の2の別紙）を添付すること。
2小学校の場合は、1年生又は4年生、中学校の場合は1年生のみの人数・金額を記入すること。
3（B）・（C）・（D）の金額については、千円未満を切り捨てた金額を記入すること。
4変更後の事業計画書については、当初の事業計画書を訂正すること。



第三号諸芸の吉の之の芳ほ（扁芝　己手工裏表諸A4着聖）

実 施 場 所　　も

‘（実施芋琵名）

事　 業　 案　 蒐　 計　 画　 書 i
■f

賃　　 巨 金 ・＿額 l
衰　箕　内　訳 f

医罪亨の派遣に
要す亭謹費

円 f・

・児童生麓の移動費
円

i

章

と、＿′

児童生箆競空費

●1●●■ll

llI
llF

l‡

i

l

心電計法人等に

貢する謹費 ・

．＿／

讃診患謁害に事業

の真義を委託する
葛合に委託干支覇

　 l

、 【

　　●

・・・‥■　 ・‡

その他達吉
1

■●‥‘ ∴ ∴」　　 f　　●　　●

小　 計

扁訪韓象莞貢

■ rr
l
【

〈注）1諌診琵謁享に事業の真義を委託する場合は，委託内事が萌竃とをる資料を漂曾
すること．

2　実売場所ごとに作成すること．

3∵要言後の芋蔓計画書については，当初の事業計画書を訂正すること，



第3号様式（用紙　日本工業規格A4縦型）

五生起畳」唾

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

に係る収支予算書

（議決）平成　年　月　　日

＼－－

．款 項 目 金　　　　　　　 額

国庫支出金国庫補助金
へき地児童生徒

援助費等・補助金

円

衰 項 目． 節 金　　　　額 鱒　　　　 明

教育費

（注）1・二補助金交付申請時に予井が計上されていない場合は，都道府県知事及び市町
村長の確約書を添付すること。

2・歳出の部の「射・「目」・及び「節」の積には，へき地児童生徒援助費等

補助金に係る補助事務を実施するために計上した歳出科目のそれぞれの区分に
より記入すること。

3・説明柵には・へき地児童生徒援助費等補助金に係る補助事業のための歳出額

を記入すること。



第4号様式の1（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

交付決定通知書

第　　　　号

年　月　　日

（都渾府県）

平成　年　月　日付け　第　号で申請のあった標記補助金については，補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化軌という。）第6条の規定により，

下記のとおり交付することに決定したので，同法第8条の規定により通知します。

平成　　年　　月　　日

文部科学大臣 印

1彗芸芸蓋菱蓋誓至芸貢蓋豊子芸芸；書芸冨警芋冨攣振出≡琵芝「平票・芸妄誓完定量㌫農芸

2・補助事業に要する軽費及び補助金の額は次のとおりである。ただし，補助事業の内容の変更により補助
事業に要する経費が変更された場合における補助金の額については，別に通知するところによるものと
する。

補助事業に要する経費
補　助　金　の　額

補　助　対　象　経　費　の　区　分 補助事業に要する経費 補　 助．金 ＿ゐ　 額

スクールバス

・ボート等
購 入 費

巨 クールバス・ボート購入費
円 円

寄　宿　舎　設．備　購　入　費

寄　　 痕　　 舎　　 居　　 住　　 費

高　度　へ ’き　地　修．学　旅　行　費

保　健　管　理　費
医師等派∴遣事筆

心　臓　検　診　事　業

計

3・補助金の確定額は・前項の内訳の費目ごとの補助金の額を限度として，当該補助事業について「へき地
児童生徒援助費等補助金交付要軌（以下「交付要軌という。）第3条に定める補助額によって算出し
た額とする。

4・補助事業は，平成　年3月31日までに完了しなければならない。　　　　　一

5遠雷警芳莞悪貨も定警化軌，順法施行令（昭和30年政令255号）」及び「交付矧の定め車こ



第4号様式の2（用紙　日本工業規格　A4縦型）

第　　　　号

年　月　　日

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

交付決定通知書

平成　年　月　日付け　第　号で申請のあった棲記補助金については，補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化軌という。）第6条の規定に

より・文部大臣から下記のとおり平成　年　月　日付け　第　号をもって交付することに決定

されたので・同法第8条の規定により通知します。

平成　年　　月　　日

都道府県教育委員会　（記名押印又は署名）

1・補助金の交付の対象となる事業は・平成　年　月　日付け　第
地児童生徒援助費等補助事業」とし・その内容は申請の際提出された
援助費等補助金に係る事業計画書」記載のとおりとする。

2・補助事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりである。ただし，
補助事業に要する経費が変更された場合における補助金の額については，

内訳　雲助許諾翌産悪　霊　　買

号で申請のあった「へき
「平成　　年度へき地児童生徒

補助事業の内容の変更により
別に通知するところによるも

補 ＿助　 対　 象 経　 費　 の　 区　 分 補助事業に要する経費 補 ’・助　 金　 の　 額

スクールバス

・ボ■－ ト等
購 入 費

スクールバス ・ボT ト購入費

寄 宿 舎 設 備 購十人・費

円・ 円

寄 ・宿 舎 ．居 住 費

・高 ■度 へ ■き 地 修 学 旅 行 費

遠 距 離 通 学 費

保　 健　 管　 理　 費
医 師 等 派 遣 事 業

心　 臓　 検　 診　 事　 業

計

3・補助金の確定額は前項の内訳の費目ごとの補助金の額を限度として，当該補助事業について「へき
・地児童生徒援助費等補助金交付要軌（以下「交付要軌という。）第3条に定める補助額によって
算出した額とする。

4・補助事業は，平成　年3月31日までに完了しなければならない。

5認諾君臨な豊禦」・「同法施行令（昭和30年政令255号）」及び「交付銅」の定



第5号様式（用紙　日本工業規格A4横型）

文　部　科　学　大　臣 殿第　　　号
年　月　日

市町村長（都道府県知事）　（記名押印又は署名）

平成　　年度へき地児童生徒援助費等補助金計画変更承認申請書

平成　　年度へ草地児童生徒援助費等補助金の交付の決定を受けましたが，下記理由により別紙のとおり計画の変更について承認下さるよう関係
書類を添えて申請します。

記

補　 助　 対　 象　 経　 費　 の　 区　 分 変更後の交付申請額

内　　　　　　　　　 訳 理 由

（変更に係る費日ごとにその理由を記入すること。）既交付決定額 増 （△減）額

スター／〔バス ・ボー ト

．＿等購入費

スクールバス・ボート購入費 円 円 円

寄 宿 舎 設 備 購 入 費

寄　　　 宿‾　　　 舎　　　 居　　　 ‾住　　　 費

高　 度　 ｛　 き． 地　 修　 学 ・旅　 行　 費

遠　　　 距　　　 離　　　 通 ■　　 学　　　 費

保 ・健　 管　 理　 費

医　師　等　派　遣　事　業

心　 臓　 検　 診　 事　 業

計 l

（注）　　　関係資料として，次の書類を添付すること。
1．　事業計画書（変更前のものは下段に，変更後のものは上段に記入すること。）
2．　収支予算書（変更後の額に対応するも『1

ヽ



第6号様式の1（用紙　日本工業規格A4縦型）

文部科学大臣 殿

第　　　　　号

年　　月　　日

、知・　記　押　又は　）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

に係る事業の状況報告書‘

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第12条の規定に基づきこの補助金に係る事業の遂行

状況を下記の、とおり報告します。

記

平成　　年　　月　　日現在

補卜助 対 象 経 費

の　 区 ． 分

交付決定額

概算交付

に係る額

r左の額の

受領月月

補助事業

に要する

経費（A ）

支出済額

（B ）

（B ）

－ ×100
（A ）

ス ク ー ル．バ ス ・

ボ ー ト等 購 入 費

円 円 月　 日 円 円 ％

寄　 宿　 舎　 唐　 住　 費

高度へき地修学旅行費

遠　 距　 離　 通　 学　 費

保 健

管理費

医師等派遣事業

心臓検診事業

計
J

J

（注）「補助事業に要する経軌の欄には・当該補助事業に要する年間の予算額を記入すること。



第6号様式の2（用紙　日本工業規格A4縦型）

都道府県教育委員会　　　　　殿

第　　　　　号

年　　月　　日

車町村長・＿－　（記名押印耳は暑星L

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

に係る事業の状況報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第12条の規定に基づきこの補助金に係る事業の遂行

状況を下記のとおり報告します。

記

平成　年　月　　日現在

補 助 対 象 経 費

の　 区　 分

交付決定額

概算交付

に係る額

左の額の．

受領月日

補助事業

に要する

経費（A ）

支出済額

（B ）

（B ）

－ ×100
（A ）

ス ク 「 ル バ ス ・

ボ ー ト等 購 入 費

円 円 月　 日 円 円 ％

寄　宿　舎　居　座 費

高度へき地修学旅行費

遠　距　離　適　 学　費

保 健

管理草

医師等派遣事業

心臓検診事業

計

J

（注）「補助事業に要する経費」の棚には・当該補助事業に要する年間の予算額を記入すること。

、＿Jr



第6号様式の1及び第6号様式の2の添付資料（用紙　日本工業規格A4横型）

寄宿舎居住費に係　る　支　出　済額の　内　訳等

亜道府県（市町村）．教育委員会1＿＿＿

区　 分 一　開　 設　 日　 数
補助事業に係る 支　 出　 済　 額

区　　　 分 開　 設　 日・数
補助事業に係る 支　 出　 済 ・癌

児 童 ・生 徒 数 （月　 別） 児 童 ・‾生 徒 数 （月　 別）

4 月 日 人 円 11月 日 人 円

5 月 12月

6月 計

7 月
i

1 月（千割

8 月 2月（稚）

9 月 3 月け定）

10月 合　 ■計

（注）1・r支出済軌棚には，4月～12月の支出済額の計（※印）を記入すること。

2・r支出済額の内訳等」については，4月～12月の開設日数，1月～3月における開設予定日数補助事業に係る予定児童・生徒数及び支出
予定額を記入すること。



第7号様式（用紙　日本工業規格A4縦型）

都道府県教育委員会　　　殿
（文部科学大臣）

第　　　　　号

年　　月　　日

市　町　村　長（記名押印又は署名）
（都道府県知事）

平成　　年度へき地児童生徒壌助費等

補助金に係る実績報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第14条の規定に基づき，別紙のとおり

事業の実練を報告します。

ー　　J

t J



別紙1の1（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金

（スクールバス・ボート購入費）に係る実績
報告書

市町村教育委員会

区　　　　　　　　　　　　　　　　 分

購入予定価格 （改造する場合は改造費を含む。） （A ）
円

（A ）×1／2　　　　　　　　 （B ）
円

補　 助　 金　 交　 付　 決　 定　 額　　　　　 ＿（C ）
円

（B ）＿・（C ）の　 う　 ち　 少 ・な　 い　 額
円

スター・ルバス ・ボー ト購入年月・日
平成　　 年 ．月　　 日

製　　 作　　 会　　 ■社　　 名

年　 式　 及　 び　 型　 草

木　 造　 船 ・ 鉄　 鋼　 船　 の　 別 （ボートのみ）

総　　　 ト　　　 ン　　　 数 （ボートのみ）
トン

児 童 ・生・徒 乗 車 （船 ） 定・・負
人

運　 行■　開　 始 ■　年　 月‘● ・日 ．平成　　 年　　 月　　 日

（注）1・バス・ボートの写真を添付すること。

2・．1台（隻）ごとに作成すること。



別紙1の2（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金
（寄宿舎設備購入費）に係る実額報告書

府（市町村）　萎　会

1．購入価格等

寄 宿 舎 を 有

す る 学 校 名

購 入 価 格

（A ）

（A ） × 1 ／ 2　（B ）
補 助 金 交 付

決 定 額

（C ）

（B ）， （C ）の

ち 少 な い 額

購 入 完 了 年 月 日

■円 円 円 円

計

2．購入品等一党表

寄 宿 舎 を 有 す る

学　 校　 名
品　　 目 数　　 量 単　　 価 金　　　　　 額

円 円

計

計

合　　　　　 計 ■

（注）1・学校ごとに計を出すこと。

2・′ト中学校併設の場合又は中・高等学校併設の場合は，併設の学校名を記入すること。

J



別紙2（用祇　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金
（寄宿舎居住針に係る実凍報告書

、（町村）教　委　会

寄 宿 舎 居 住 費

徴 収 免 除 額
（B ）＋（E ） （イ）

（イ）－×1／ 2
補 助 金 交 付 r

決　 定　 額
国 庫 補 助

限　 度　 額
（叫 ，（ハ）， （＝）の うち

（ロ） （ハ） （ニ）

円

少　　 な　　 い　　 額

円 ．円 由
円

1・徴収免除に係る児童生徒数等
（1）食費・日用品費

寄 宿 舎 設 置 ■通　 年 寄 ■宿 舎 開 設 食 費 ・日用 品 費 の 左 の 徴 収 国 庫 補 助 限 度 額

‘（a ）× （b ）× 別 に
通 知 す る 額 × 1／2

小∴ 中学校名
季 節 の 日　　　　　 数 徴 収 を免 除 す る児
別 （a） 草 ・生徒数　 （b） 免　 除　 額

．日 人 ・円 円

計　　　　 校
（A ） （占） （C ）

内

訳

小 学 校 校

中 学 校 一校

（うち中等教育学校 校）

通年　　　 校 人

季節　　　 校

通年 一　　　 校 （　　　　　 ）

季節　　　 校 ■ （　　　　　 ）

（A ）の う ち 要 ・ 準

要 保 護 児 童 生 徒 数
左 の う ち 寝 具 費 に

係 る 児 童 生 徒 数 （D ）
（ D ）に 係 る．寝 具 費 国庫 補助 限度額 （別 に通知
徴　 収　 免　 除　 額 （E ）す る廟 ×（D ）×1／2） （F ）

人 人 人 円

（注）1・「食費・日用綿の徴収を免除した児童生徒軌の柵の児童生徒数は，徴収を免除した実人員
数を記入すること。

2・1の他各棚とも第2号様式に準じて記入すること。　　　　　　　　・



別祇3（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金
（高度へき地修学旅行費）に係る実凍報告書

・（市町村）　育委　会

修　 学　 旅　 行　 費　 負　 担　 額

（A ）×2／3 ・1／2 （B ）
補 助 金 交 付

決定額 ′（C ）

（8），（C）の うち

少ない額 （D ）
（C ）－（D ）′ト 学 校　 中 学 校　 計 （A ）

円 円 円 円 円 円 円



別紙3の添付資料（用紙　日本工業規格A4横型）

高度へき地修学旅行費に係る実績集計表

へき地学校等
修学旅行費

負担児童・

生 徒 数
（A）

修学旅行費

負 担 額

（B）

1 人
当 た り
平 均
負担感

（B）ノ仏）

修　 学　 鱒　 行　 費　 の　 所　 琴　 額 補助対象

修学康行

実施日卑

修 学
旅行の
行 先

修　 学 ．旅∴行．負　 担　 額　 の　 内　 訳 とならな

い経費の

額

計

交通費 宿泊費 見学料
旅行傷害

保険料等
′ト　 ‾計

学　校　名　級別

小

学

校

人 円 円 月 日から
月日まで

円 円 円 円 円 円 円

計

中

学

校

計

合　計

（注）1．「修学旅行費負担額（B）」欄には，補助対象となる経費に係る負担額を記入すること。

2・市町村の合併に起因するへき地学校の指定の見直しにより・高度へき地学校でなくなった学校の機別」欄についてはI指定の見直し前の級別を上段に（）書きで
記入すること。



別紙4（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金
（遠距離通学費）・に係る実績報告書

教 会

遠 距 離 通 学 費 負 担 額

（A ）X l／2 （B ）
補助金交付

決定額

（C ）

（B）（C）の うち

少ない額

（D ）

（C ）－（D ）
小学校 中学校 計・（■A ）

円 円 円 円 円 円 円

、一′



別紙4の添付資料（用紙　日本工業規格A4縦型）

遠距離通学費に係る実演集計表

1・遠距離の補助対象となった学校名 会

学 校 名
実質統合 左の統合 通学費負担 ・補助金補助対象

備　　　 考・年 月　日 関連校名 ．開 始 年 度 開 ■始　 年　 度

小

学

嶺

中

学

校

（注） ・記入にあたらては事業計画書の1 の （注）を参照すること。

2・通学費負担額（上記学校分）

学 校 名
在 籍
児 童 ・
生 徒数

遠 距 離

．児童 ・生徒 数

（A ）の う ち
要 ・ 準 要
保 護 児 童 ・

補 助対 象
児童 ・■生
徒 数

（C ）に 対 す る
通 学 費負 担額

1 人 当た り
平 均 通 学 費
負 担 額

（D）／（C）（A） 生徒 数 （B） （A－B）（C） （D）

小

学

校

人 人 人 人 人 人

′ト　 計

中

学 ．

校

小　 計

合　　　 計

（注） 記 入 に あた って は事 業計 画 書 の 2 の く注） を参 照す る こ と。



別紙5の1（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費補助金（保健管理費（医師等派遣事業））

に係る額の確定に関する報告書

都道府県教育委員会

、＿一／

、＿＿′

合 計



別鎧Sの1（用法　日手工業泉渚A4複製）

平成年度へき鞄児童生徒援助要請前金（保蓮菅琴安く医師等派遣事業日
に係る美津報告書

市町村教育委眉全琴

享　出・額 晶 2

（8）

補助金交付
決定額

（C）

（B），（C）の
うち少ない
額

（〔卜（D）し寧 金 苧 可 ．計（A）

．′

l

・－

●

－●

● ●

′

▲ ●
l

′

♪

し

　　 ●　●

● ●

l

一



別法5の1の裏付黄阜（扁眉己　王計本工業泉帯A4呆型）
●●

平成年度へき鞄児童生徒援助費福助金（保鮭菅宅費く医師等派遣事業日
に係る実諜報書に閏する資料

箭道府県（市町村）教育委宗全鋒
1．　筐　爺

1・ 学 校 名 ・I　　 I　　 i　 計

下二 元 生散　 巨人巨 当 人！人卜当　 人i 人 人仁当

3．笹屋診封を
空けた児童
・生竃鼓

蛋可 ‡ I I i I l
l

恒 十 I i l ト ト ！ i ぎ
筐可 I I・ I i享 l i さ
≡よき ‡ ； i＋　妄　言 l

I
雷可 ．ト I l 1 1 ト ・き
筐可 l● l I i ‡ l I き

5・恒　　　　　　　　　　　　　　 ＿」

I

2．　菖率這読

6・‥・字・売名 1　　 1 計
7・児玉生離 1 当 人‡人‡人 当 人 人 人 ．人・

8．
層の
辰頁
診完
封競
寺沢

■責云書写 葺け引 」 I 暮

貢誓㌔モ招 I l r l l l ・l

l ト1 1 1

貢の至急宣言≡真引 I ●l● I

、＿ノ

、＿一′



●　一　t　●●

3　薬剤師

9 ．学　 校　 名
計

10．児青年巻数 人 人 人 人 人 人 人 人 人
11．
検及籍

査び農

場そ

所の

く

く

く

（

1・）

；日

4） 1

（注）（1）学校名については・・分校も1校として取扱うこと。

（2）補助事業を実施した学校名を記入する柵および計柵以下の各棚の左側に

第1臥中凱ま第2乱右棚は3回の派遣実績；基づいて記入すること。
l

（3）4棚は具体的な疾病・異常名を記入し且つ，その人数を記入すること。

（4）11積は具体的に検査した場合を記入し，且つ，その良，否を記入すること。

′



．剖鼓5の2（用法　日章工業急冷A4種聖）

平成　年度へき鞄児童生徒援助費請前金　く保娃菅堅碧く心慮揆診事業日
に係る苛の菟定に岡する韓善書

範運垂県上市寧墜吐＿蓼享重量生＿壁

市　 町　 村 ．名 塩生㍊ 交付決定額 （A） ．福　 定　 額 （B） （A）－（8）

、＿／

l

′

′

－

　 ヽ

一

一■ ●

l

l

合　　　　　　　 計



別耗5の2（用紙　日本工業規格A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費補助金（保健管理費（心臓検診事業））
に係る実練報告書

五匹村教育畢皇室



別紙5の2の添付資料（用紙　日本工業規格A4横型）

平成　　年度へき地児童援助費補助金（保健管理費（心臓検診車某日
に係る実績報告書に関する資料

重」＿＿町　＿村　＿名

・実 ■施 場 所 実 施 学 校 名
実 施

．学 年

補 ＿助 対 象

受 験 者 数

異 常 有 り の 所

見 あ る 者 の 数

1 人 当 た

り の 単 価
補 助 対 象 経 費

人 人 円 円

■●



別紙1（舶日本工業規格A4横型）　　／　　　　　　　　　（

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（スクールバス・ボート等購入費）に係る額の確定に関する報告書

都道府県教育委　 A

才芸 ≡ スク　∵　ル＿バ　ス・■　ポ　ート 寄　　葡　　 奮　　 設　　備
台　 数 補助事業費 匝 付決定鰍 ）

確定額 （B） （A）－（B） 舎 数 匝 助事業費
交付決定額（Å） 確定額 （B）匝 －（亘　円

ムlコ
（妙

円 円 円 円 金
口 円 円 円

1
I 一‾1

1

1
i

計

（注） r整理番号」は，市町村の通し番号とすること。



別紙2（用紙　日本工業規格　A4縦型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（寄宿舎居住費）
に係る額の確定に関する報告書

教 会

整 姦

市 町 村 名

寄 宿 舎 居 住 費

徴 収 免 除 額 （A ）×1／2

国 庫 補 助 交 付 決 定 額 確　 定　 額

（B ）－ （C ）－傭 ‘考
番 号

ヽ
（A ） 鱒 度 額 （B ） （C ）

円 円 円 円 円 円

／

l

l

計



別紙2の添付資料（用紙　日本工業規格A4蘭型）

寄宿舎居住費に係る実凍報告集計表

∠ゝ
冨

鱒 市町村名

番号

通　　　 年　　　 制
季　　　 節　　　 制

備　　 考舎数 免除人・負延人貞 飯収免除額 舎数 免除人員

人

延人員

人

徴収免除額　千円

人 人 千円

l

計

（注）1・「整理番号」は・市町村の通し番号とすること。　　　 一　2∴r延人乳 （開設日数×入舎人貞）は・通年制，季節制の寄宿舎ごとに算出して積み上げたものを　記入すること。



別紙3（用紙　日本工業規格A4横型）

平成　年度へき地児童年徒援助費等補助金（高度へき地修学旅行費）に係る額の確定に関する報告書

道

整 理

番 号
市　町　村　名 修学旅行支出額 （A） （A）×・2／3 （1／2） 交　付　決　定　額（B） 確　　 定　　 額（C） （B）－ （C） 備　 考　 l　l

円 円 円 円 円
1

計 ’ii

（注）「整理番号」は．市町村の通し番号とすること。



別紙3の添付資料（用紙　日本工業規格A4横型）　rl r

高度へき地修学旅行費に係る所要経費訴

教

整理

番号

市町村名
参加児童生 1人 当 た り 修　　 学　　 旅　　 行　　 費　 －の　　 所　　 要 ．　 額
徒総数

（A ）

の平均額

（D ）／（A ）

交　 通　 費 宿　 泊　 費 見　 学　 料 旅行傷害保険料　 等 ′ト 計 （B） 補助対象とならない　　その他の経費 （C） 合　 計
（B）＋（C）（D）

平均宿泊日数

人 円 円 円 円 円 円 円 円
l 油　 日

！

計 i
（注）1．r整理番号Jiも市町村の通し番号とすること。

2．小・中学校ごとに別様として作成すること。



別紙4（用紙　日本工業規格A4横型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金（遠距離通学費）に係る額の確定に関する報告書

A
ユキ

整 理

番 号
市　 町　 村　 名 遠距離通学 費支出額　　　　仏） （A） × 1／2 交 付 決 定 額　　（B） 痍　 定　 額　．r（C） （B） － （C） 備　　 考

円 円‾ 円 円 円

計

（江）「整理番号」は．市町村の通し番号とすること。
l t



別紙4の添付資料（用紙　日本工業規格A4横型）

遠軽♯通学費に係る実演報告書

A

l

■

整理

番号

市町村名

L＿＿＿＿　 小　 学　 校

補助対象 速 l

　　　　　　　　　　　 つて
∬　　 中　　　 学　　　 校

学校数 距離児童

数　 仏）

要・準要保

護音数匝）

補助対象児童数

（刃一日） （C）・

（C）に対する通

学費負担額（D）

1人当たり平

均 （Dy（C）

市町村名 補助対象

学校数

遠距離児童

数 （心

r 人

辛・準要保

護音数（B）

i 人

補助対象児童数

（心一匝） （C）
（C）に対する通

学
1人当たり平

f　 校
人 人 人 円 円 枚

人

費負担額（D）均．（DM C）　円

f 卜
し＿＿＿＿

f

f
鱒

（注 ） r藍 ■ヽ

計

■ の　　　　　　 － 。



第9号様式（用紙　日本工業規格A4横型）

平成　年度へき地児童生徒援助費等補助金詞書

（道府県又は市町、 ）

国
！　　　 地　　 方　　 公　　 尭　　 団　　 体

廠　　　 考歳出予算
科　 目

交付？
決定額

補
助
率

歳　　　　　　 入 歳　　　　　　　　　　　　　 出

科　　 目 予算現額 収入済額 科　　 目 予算現額 うち国庫補 支出済額　‘助金相当額 うち国年補 翌年 度
助金相当額 繰越金

うち国庫補
助金相当額

（勧
学校教育
振興 費

（日）

へき地児
童生徒援
助費等補
助金

円

倣）
国庫
支出金

鱒
国庫
補助金

（射

爆）

円

当初予算
額

追加更正
予算額

計

円 （紬
教育費

（勅
小学校費
（日）

（紗

（勧
中学校費
（8）

㈲ ．

円

当初予算
額

追加更正
予算額

計

円 円　　　　　 円 円 円

‘注’去： 完 誌 冨漂詣 莞 芸認 諾 認 諾濫 品 濃 予紬 及び決靴 おける当輔 助金の計上一科目を記入する土と。

（、　　　　　　　　　　　　　　し


